
 

   

特別養護老人ホームグリーンアンドリバーホーム 

重 要 事 項 説 明 書 

   

 

社会福祉法人スキーム福祉の会 

 

 

令和７年４月１日 改訂 

 

 



- 1 - 

「指定介護老人福祉施設」重要事項説明書 

 

 

 

 

 

 

 

当施設はご契約者に対して指定介護福祉施設サービスを提供します。施設の概要や提供され

るサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

※当施設への入所は、原則として要介護認定の結果「要介護３～５」と認定され

た方が対象となります。要介護認定によりご契約者の心身の状況が自立又は

要支援又は要介護１～２と判定された場合は、原則退所となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当施設は介護保険の指定を受けています。 

【岡山県指定】  

従  来  型 第３３７２６０００３５号 

ユニット型 第３３７０８０１１１４号 

 （ 目 次 ） 

    １．施設経営法人・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ２ 

    ２．施設の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ２ 

    ３．居室の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ２ 

    ４．職員の配置状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ３ 

    ５．当施設が提供するサービスと利用料金・・・・・・・・・・   ４ 

    ６．非常災害対策について・・・・・・・・・・・・・・・・・  １２ 

    ７．緊急時の対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １２ 

    ８．事故発生時の対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １２ 

    ９．損害賠償について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １２ 

   １０．虐待防止について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １２ 

   １１．身体拘束について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １３ 

   １２．施設を退所していただく場合（契約の終了について）・・・   １３ 

   １３．身元引受人（連帯保証人）・・・・・・・・・・・・・・・   １５ 

   １４．苦情の受付について・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １６ 

 

        個人情報保護に関して（添付資料１，２）・・・・・・   １７ 

        看取りに関する指針（添付資料３）・・・・・・・・・   ２０ 

        苦情解決について（添付資料４，５）・・・・・・・・   ２５ 

この重要事項説明書は、厚生省令第 39 号（平成 11 年 3 月 31 日）第 4 条の規定に基づき、

入所申込者又はその家族への重要事項説明のために作成したものです。 
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１．施設経営法人 

（１）法  人  名     社会福祉法人 スキーム福祉の会 

（２）法人所在地     岡山県総社市清音三因１０７４－１ 

（３）電話番号     ０８６６－９２－４１６５ 

（４）代表者氏名     理事長  江 口  修 

（５）設立年月     平成８年３月２８日 

 

２．施設の概要 

（１）施設の種類    指定介護老人福祉施設・平成１２年４月１日指定  

（従  来  型）岡山県  第３３７２６０００３５号 

（ユニット型）岡山県 第３３７０８０１１１４号 

（２）施設の目的    介護保険法の理念に基づき、要介護状態にある高齢者に対し、適切な

施設サービスを提供する。 

（３）施設の名称    特別養護老人ホーム グリーンアンドリバーホーム 

（４）施設の所在地    岡山県総社市清音三因１０７４－１ 

（５）電 話 番 号    ０８６６－９２－４１６５ 

（６）施設長（管理者）氏名  江 口  修 

（７）当施設の運営方針 

ご契約者の処遇に関する計画に基づき、可能な限り居宅における生活への復帰を念

頭において、入浴、排泄、食事等の介護、相談及び援助、社会生活上の便宜の供与、機

能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことにより、ご契約者がその有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるようにすることを目指すものとする。 

（８）開 設 年 月      平成９年４月１日 

（９）入 所 定 員      ８０人（従来型：５０人 ユニット型：３０人） 

 

３．居室の概要 

居室・設備の種類 室  数 備    考 

ユニット個室（1人部屋） ３０室 個室 

従来型個室（１人部屋） １８室 個室 

多床室（2人部屋） ８室 多床室 

多床室（4人部屋） ９室 多床室 

合  計 ６５室  

食    堂 ６室 従来型：３室 ユニット型：３室 

機能訓練室 １室 平行棒、滑車運動器、他 

浴    室   ４室 
従来型：機械浴・特殊浴槽・一般浴 ３室 

ユニット型：特殊浴槽・一般浴   １室 

医 務 室 １室  

静 養 室 １室  

※ 上記は、厚生労働省が定める基準により、指定介護老人福祉施設に必置が義務づけられ

ている施設・設備です。居室を除いてこの施設・設備のご利用にあたって、ご契約者に特別

にご負担いただく費用はありません。
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☆ 居室の変更：ご契約者から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の空き状況に

より施設でその可否を決定します。また、ご契約者の心身の状況により居室を変更する場

合があります。その際には､ご契約者やご家族等と協議のうえ決定するものとします｡ 

 

４．職員の配置状況 

当施設では、ご契約者に対して指定介護福祉施設サービスを提供する職員として、以下

の職種の職員を配置しています。（その他の職員を配置することもあります。） 

<主な職員の配置状況>※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

職    種 常勤換算 

施設長（管理者） １名 

介護職員 
ユニット型：１０名以上 

従来型：２４名以上 

生活相談員 １名以上 

看護職員 ３名以上 

機能訓練指導員 １名以上 

介護支援専門員 １名以上 

医師 非常勤 1名以上 

栄養士（又は管理栄養士） １名以上 

※常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当施設におけ 

る常勤職員の所定勤務時間数（例：週 40時間）で除した数です。 

（例）週 8時間勤務の介護職員が 5名いる場合、常勤換算では、 

 1名（8時間×5名÷40時間＝1名）となります。 

 

＜職務内容＞ 

①施設長 

施設の従業者の管理、業務の実施把握その他の管理を一元的に行います。 

②介護職員 

ご契約者の日常生活の介護、相談及び援助業務に従事します。 

③生活相談員 

ご契約者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、ご契約者又はその

家族の相談に応じ、必要な助言その他の援助を行います。 

④看護職員 

医師の診療補助、及び医師の指示を受けてご契約者の看護、施設の保健衛生業務に従事し

ます。 

⑤機能訓練指導員 

日常生活を営むのに必要な機能を改善し、又は機能低下を防止するための訓練を行います。 

⑥介護支援専門員 

ご契約者の有する能力、その置かれている環境等の評価を通じて、ご契約者が日常生活を

営む上での課題を把握し，施設サービス計画の原案を作成するとともに，必要に応じて変

更を行います。 
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⑦医師 

ご契約者の健康管理、療養上の指導及び施設の保健衛生業務に従事します。 

⑧栄養士 

ご契約者に提供する食事の管理及びご契約者の栄養指導に従事します。 

⑨調理員 

ご契約者に提供する食事の調理業務に従事します。 

 

<主な職種の勤務体制> 

職  種 勤 務 体 制 

医師 毎週月・金曜日 １３：００～１５：００ 

介護職員 

早出：  ７：００～１６：００ 

遅出：１２：００～２１：００ 

日勤：  ９：００～１８：００ 

夜勤：２１：００～翌７：００ 

看護職員 

早出：  ７：３０～１６：３０ 

日勤：  ８：３０～１７：３０ 

遅出：１０：００～１９：００ 

 

５．当施設が提供するサービスと利用料金 

当施設では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。 

当施設が提供するサービスについて、 

（１）利用料金が介護保険から給付される場合 

（２）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合 

があります。 

（１）当施設が提供する基準介護サービス（契約書第 3条参照）＊ 

以下のサービスについては、居住費、食費（料金は、別紙料金表参照）を除き介護保険

から給付されます。(介護保険負担割合証により給付額が異なります。) 

【サービスの概要】 

①居室の提供 

居室料金は、全額自己負担です。（負担限度額段階により、補足給付されます。） 

ご入居される居室は、ユニット型（個室）と従来型（個室・多床室）があります。ご希望

は考慮致しますが、ご契約者の心身状況や居室の空き状況により判断させていただきま

す。 

②食事 

食事料金は、全額自己負担です。（負担限度額段階により、補足給付されます。） 

栄養士（管理栄養士）の立てる献立表により、栄養並びにご契約者の身体状況及び嗜好

を考慮した食事を提供します。 

ご契約者の自立支援のため、離床して食堂で食事を摂っていただくことを原則としてい

ます。 

（食事時間） 

朝食：７：４５～  昼食：１１：４５～  夕食：１８：００～ 



- 5 - 

③入浴 

入浴又は清拭を週２回行います。（健康状態により、可否を判断致します。） 

寝たきりでも機械浴槽を使用して入浴することができます。 

④排泄 

排泄の自立を促すため、ご契約者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

⑤機能訓練 

ご契約者の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能の維持又はその減退

を防止するための訓練を実施します。 

⑥健康管理 

医師や看護職員が、健康管理を行います。 

⑦その他自立への支援 

寝たきり防止のため、できるかぎり離床に配慮します。 

生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

清潔で快適に生活していただき、適切な整容が行なわれるよう援助します。 

 

【１．サービス利用料金（１日あたり）】（契約書第 5条参照） 

下記の料金表によって、ご契約者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付

費額を除いた金額（自己負担額）と食事に係る標準自己負担額の合計金額をお支払い下さ

い。（サービスの利用料金は、ご契約者の要介護度に応じて異なります。） 

① 介護老人福祉施設サービス基本利用料金（※各種加算は除く）（※R6.4.1～適用）  （単位：円） 

介護保険認定区分 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

ユニット型介護福祉施設 

（ユニット型個室） 
6,700 7,400 8,150 8,860 9,550 

介護福祉施設 

（従来型個室） 
5,890 6,590 7,320 8,020 8,710 

介護福祉施設 

（従来型多床室） 
5,890 6,590 7,320 8,020 8,710 

 

②そのうち介護保険から給付される金額(上段：9 割給付・中段：8 割給付・下段：7 割給付)  （単位：円） 

介護保険認定区分 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

ユニット型 

介護福祉施設 

（ユニット型個室） 

6,030 6,660 7,335 7,974 8,595 

5,360 5,920 6,520 7,088 7,640 

4,690 5,180 5,705 6,202 6,685 

介護福祉施設 

（従来型個室） 

5,301 5,931 6,588 7,218 7,839 

4,712 5,272 5,856 6,416 6,968 

4,123 4,613 5,124 5,614 6,097 

介護福祉施設 

（従来型多床室） 

5,301 5,931 6,588 7,218 7,839 

4,712 5,272 5,856 6,416 6,968 

4,123 4,613 5,124 5,614 6,097 
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③サービス利用に係る自己負担額（①－②）（上段：1 割負担・中段：2 割負担・下段：3 割負担） （単位：円） 

介護保険認定区分 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

ユニット型 

介護福祉施設 

670 740 815 886 955 

1,340 1,480 1,630 1,772 1,910 

2,010 2,220 2,445 2,658 2,865 

介護福祉施設 

（従来型個室） 

589 659 732 802 871 

1,178 1,318 1,464 1,604 1,742 

1,767 1,977 2,196 2,406 2,613 

介護福祉施設 

（従来型多床室） 

589 659 732 802 871 

1,178 1,318 1,464 1,604 1,742 

1,767 1,977 2,196 2,406 2,613 

 

④居室に係る自己負担額  （※R6.8.1～適用）               （単位：円） 

ユニット型 個室 2,100  （基準費用額：2,066） 

従来型 個室 1,270  （基準費用額：1,231） 

従来型 多床室  930  （基準費用額：  915） 

 

⑤食事に係る自己負担額 （※R6.8.1～適用）               （単位：円） 

1,600 

 

【居住費・食費の負担額】 （※R6.8.1～適用） 

世帯全員が市町村民税非課税の方（市町村民税世帯非課税者）や生活保護を受けておられる

方の場合は、居住費・食費の負担が軽減されます。（介護保険から補足給付されます。） 

（日額概数）                             （単位：円） 

対象者 区分 

居住費（種類により異なります） 

食費 ユニット型 

個室 

従来型 

個室 

従来型 

多床室 

生活保護受給者 利用者負担 

第１段階 
  880 

  380   0   300 

市町村

民税非

課税世

帯全員

が 

老齢福祉年金受給者 

課税年金収入額と合計

所得金額の合計が 

80 万円以下の方 

利用者負担 

第２段階 
  480 

430 

  390 

第 2 段階以外の方 

（年金収入等 80 万円超

120 万円以下） 

利用者負担 

第３段階① 
1,370   880 

  650 

第 2 段階以外の方 

（年金収入等 

120 万円超） 

利用者負担 

第３段階② 
1,360 

上記以外の方 
利用者負担 

第４段階 

施設との契約により設定されます。 

2,100 1,270 930 1,600 

※入院･外泊期間中の居住費用について、負担限度額（第 1段階、第 2段階、第 3段階①及

び②）認定の方は、入院･外泊の翌日から７日目（月またぎの場合 13 日目）以降から帰所前

日までの入院期間中は介護保険の補足給付対象外となり、国が示す居室に係る基準費用額を

ご負担頂きます。 
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【２．体制加算（自己負担額）】 （※R6.6.1～適用）         （単位：円） 

算定加算項目 
要介護

１ 

要介護

２ 

要介護

３ 

要介護

４ 

要介護

５ 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 

職員体制が条件

を満たす場合、

該当する加算を

算定致します。 

22 22 22 22 22 

サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 18 18 18 18 18 

サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 6 6 6 6 6 

日常生活継続支援加算（Ⅰ） 

（従来型） 
36 36 36 36 36 

日常生活継続支援加算(Ⅱ) 

（ユニット型） 
46 46 46 46 46 

看護体制加算（Ⅰ）イ 
従来型 

いずれか１つ 

又はいずれも算定

できます。 

6 6 6 6 6 

看護体制加算（Ⅱ）イ 13 13 13 13 13 

看護体制加算（Ⅰ）ロ 
ユニット型 

いずれか１つ 

又はいずれも算定

できます。 

4 4 4 4 4 

看護体制加算（Ⅱ）ロ 8 8 8 8 8 

夜勤職員配置加算（Ⅰ）イ 従来型 22 22 22 22 22 

夜勤職員配置加算（Ⅱ）ロ ユニット型 18 18 18 18 18 

個別機能訓練加算 全員が対象 12 12 12 12 12 

介護職員等処遇改善加算 （Ⅰ） 全員が対象 注① 

介護職員等処遇改善加算 （Ⅱ） 全員が対象 注② 

介護職員等処遇改善加算 （Ⅲ） 全員が対象 注③ 

介護職員等処遇改善加算 （Ⅳ） 全員が対象 注④ 

※ 注①、注②、注③及び注④：下記、算定要件の中で説明させていただきます。 

 

以下の要件を満たしている場合、上記体制加算を算定させていただきます。 

サービス提供 

体制強化加算（Ⅰ） 

以下のいずれかに該当する場合。（①，②は、常勤換算で算出） 

①介護職員の総数に対し、介護福祉士を 80％以上配置 

②介護職員の総数に対し、勤続 10 年以上の介護福祉士を 35％以上配置 

※①，②に加えて、サービスの質の向上に資する取組を実施 

サービス提供 

体制強化加算（Ⅱ） 
介護職員の総数に対し、常勤換算で介護福祉士を 60％以上配置 

サービス提供 

体制強化加算（Ⅲ） 

以下のいずれかに該当している場合。（常勤換算で算出） 

①介護職員の総数に対し、常勤換算で介護福祉士を 50％以上配置 

②介護職員、看護職員の総数に対し、常勤職員を 75％以上配置 

③サービスを直接提供する職員（介護職員、看護職員、生活相談員等）の 

総数に対し、勤務年数 7 年以上の者を 30％以上配置 

日常生活継続 

支援加算（Ⅰ）（Ⅱ） 

以下の１）２）いずれも満たす場合。 

１）以下の①②③のいずれかを満たす。 

①新規入所者のうち、要介護 4・5 の割合が 70％以上 

②新規入所者のうち、認知症日常生活自立度Ⅲ以上の割合が 65％以上 

③全入所者のうち、社会福祉士及び介護福祉士法施行規則第一条各号に掲

げる行為（一定の研修を受けた介護職員等による喀痰吸引や経管栄養の

行為）を必要とする者の割合が 15％以上 

２）介護福祉士を入所者の数が 6 又はその端数を増すごとに 1 名以上配置 
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※ サービス提供体制強化加算については前年度実績が、日常生活継続支援加算については直

近 3か月の常勤換算の平均値が、算定要件を満たしている場合、算定させていただきます。 

要件次第では、加算を中止することがあります。 

※ なお、サービス提供体制強化加算と日常生活継続支援加算は同時算定できません。 

 

 

看護体制加算

（Ⅰ） 
常勤の正看護師を 1名以上配置している場合 

看護体制加算

（Ⅱ） 

以下のいずれにも該当する場合 

①看護職員（看護師・准看護師）を入所者数が 25又はその端数を 

増すごとに 1名以上配置 

②最低基準（当施設では 3名）を 1名以上上回って看護職員を配置 

③看護職員により、24時間連絡体制を確保 

※ 毎月、算定要件を満たしている場合、いずれか１つ、または、いずれも加算を算定でき

ます。要件次第では、加算を変更・中止することがあります。 

 

 

夜勤職員配置加算

（Ⅰ）（Ⅱ） 

基準夜勤職員（従来型 3名以上、ユニット型 2名以上）の他、 

17:00～翌朝 9:00の時間帯に勤務する介護・看護職員の 

合計勤務時間を 1日平均 16時間以上確保している場合 

（※従来型：4名以上、ユニット型：3名以上） 

※ 毎月、算定要件を満たしている場合、加算できます。 

要件次第では、加算を中止することがあります。 

 

 

個別機能訓練加算 
常勤専従の機能訓練指導員が、介護・看護職員等多職種と共同して、

計画を作成し訓練を実施している場合 

※ 毎月、算定要件を満たしている場合、加算できます。 

要件次第では、加算を中止することがあります。 

 

 

（※R6.6.1～適用） 

注① 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅰ） 

加算（Ⅱ）の要件に加え、 

○経験技能のある介護職員を事業所内で一定割合以上配置 

月額合計サービス利用料金（各種加算を含む）× 14.0 ％ 

注② 

介護職員等 

処遇改善加算（Ⅱ） 

加算（Ⅲ）の要件に加え、 

○改善後の賃金年額 440万円以上が１人以上 

〇職場環境の更なる改善と見える化 

月額合計サービス利用料金（各種加算を含む）× 13.6 ％ 

注③ 

介護職員等 

処遇改善加算 （Ⅲ） 

加算（Ⅳ）の要件に加え、 

〇資格や勤続年数等に応じた昇給の仕組みの整備 

月額合計サービス利用料金（各種加算を含む）× 11.3 ％ 

注④ 

介護職員等 

処遇改善加算 （Ⅳ） 

〇加算（Ⅳ）の１/２以上を月額賃金で配分 

〇職場環境の改善 

〇賃金体系等の整備及び研修の実施等 

月額合計サービス利用料金（各種加算を含む）× 9.0 ％ 

※ 毎月、算定要件を満たしている場合、加算できます。 

要件次第では、加算を中止することがあります。 
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【３．随時算定させていただく加算】 

【安全対策体制加算】 

 施設における事故発生の防止と発生時の適切な対応を推進する観点から、運営基準に定め

られた必要な措置を講じた上で、外部の研修を受けた職員が配置され、事故防止検討委員会

を設置し組織的に安全対策を実施する体制を整備することで、ご契約者の入所時につき 1 回

のみ下記の料金をお支払いいただきます。 

（単位：円） 

 

【初期加算（自己負担額）】 

ご契約者が、入所した日から起算して３０日以内の期間については、1 日につき下記の料

金をお支払いいただきます。また、在籍の有無に関わらず、３０日を越える入院後に再入

所された場合も同様です。 

（単位：円） 

 

【入院・外泊加算（自己負担額）】 

ご契約者が、短期入院を要した場合、及び居宅等における外泊をされた場合は、１か月に

６日を限度として、１日につき下記の料金をお支払いいただきます。（契約書第 19 条、22

条参照）なお、月をまたがる場合は、最大で１３泊（１２日分）まで、算定いたします。 

（単位：円） 

 

【療養食加算（自己負担額）】 

ご契約者が、医師の指示箋に基づく療養食(※)を摂取される場合は１回につき下記の料金

をお支払いいただきます。（※療養食…医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄

養量及び内容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食〈流動食は除く〉、貧血食、

膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食） 

（単位：円） 

1回につき 6 

 

  

入所時につき 1回のみ   20 

1日につき   30 

1日につき 246 
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【看取り介護加算（自己負担額）】 

  ご契約者について医師が終末期にあると診断し、本人及びその家族等の同意を得ながら看

取りに係る介護を行った場合、亡くなられた日から遡って４５日間を限度に 1 日につき、

下記利用料金をお支払いいただきます。 

（単位：円） 

 

 

 

（留意事項） 

☆介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせてご契約者の負担額を

変更します。 

☆居室と食事に係る費用について、負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載

している負担限度額とします。ただし、入院･外泊の翌日から７日目（月またぎの場合 13 日

目）以降から帰所前日までの入院期間中は介護保険の補足給付対象外となり、国が示す居室

に係る基準費用額をご負担頂きます。 

 

  

死亡日以前 31～45日 （１日につき）    72 

死亡日以前  4～30日 （１日につき）   144 

死亡日の前日・前々日 （１日につき）   680 

死亡日               （１日につき） 1,280 
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（２）（１）以外のサービス（契約書第 4条参照） 

以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者の負担となります。 

【サービスの概要と利用料金】 

①特別な食事（酒を含みます。） 

ご契約者のご希望に基づいて特別な食事を提供します。 

利用料金：要した費用の実費 

②理髪・美容 

毎月、理美容師の出張による理髪サービスをご利用いただくことができます。 

料金：要した費用の実費 

③レクリエーション、クラブ活動 

ご契約者の希望により、レクリエーションやクラブ活動に参加していただくことができ

ます。 

利用料金：材料代等の実費をいただきます。 

④複写物の交付 

ご契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を必要と

する場合には実費をご負担いただきます。 

1枚につき   １０円 

⑤日常生活上必要となる諸費用実費 

日常生活品（ティッシュペーパー、ウェットティッシュ等）をご持参していただくか、購

入代金等ご契約者の日常生活に要する費用でご契約者にご負担いただくことが適当であ

るものにかかる費用をご負担いただきます。 

おむつ代は介護保険給付対象となりますので、ご負担の必要はありません。 

⑥契約書第 21条に定める所定の料金 

ご契約者が、契約終了後も居室を明け渡されない場合等、本来の契約終了日の翌日から

現実に居室が明け渡された日までの期間に係る料金（負担限度額対象者は、基準費用額）

を全額自己負担いただきます。 

 

自己負担料金（１日あたり）（上段：1割負担・中段：2割負担・下段：3割負担）      （単位：円） 

介護保険認定区分 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

ユニット型 

介護福祉施設 

（ユニット型個室） 

6,700 7,400 8,150 8,860 9,550 

13,400 14,800 16,300 17,720 19,100 

20,100 22,200 24,450 26,580 28,650 

介護福祉施設 

（従来型個室） 

5,890 6,590 7,320 8,020 8,710 

11,780 13,180 14,640 16,040 17,420 

17,670 19,770 21,960 24,060 26,130 

介護福祉施設 

（従来型多床室） 

5,890 6,590 7,320 8,020 8,710 

11,780 13,180 14,640 16,040 17,420 

17,670 19,770 21,960 24,060 26,130 

（留意事項） 

☆経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更します。 

その場合、変更の内容と変更する事由について、変更の１か月前までにご説明します。  
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（３）利用料金のお支払い方法（契約書第 5条参照） 

前記（１）、（２）の料金・費用は、１か月ごとに計算しご請求しますので、翌月２０日ま

でに以下のいずれかの方法でお支払い下さい。（１か月に満たない期間のサービスに関す

る利用料金は、利用日数に基づいて計算した金額とします。） 

ア．窓口での現金支払 

イ．下記指定口座への振り込み（振り込み手数料は、お客様負担となります。） 

【中国銀行】 

   （店  名）総社支店 

   （預金種目）普通預金 

（口座番号）１７７１３７８ 

（名  義）グリーンアンドリバーホーム  施設長 江 口 修 

  【ゆうちょ銀行】 

①ゆうちょ銀行→ゆうちょ銀行の場合 

（記  号）１５４７０ 

（番  号）３２７１３４３１ 

（名  義）社会福祉法人スキーム福祉の会 

②他の金融機関→ゆうちょ銀行の場合 

     （店  名）五四八 店 

 （店  番）５４８ 

 （預金種目）普通預金 

     （口座番号）３２７１３４３ 

     （名  義）社会福祉法人スキーム福祉の会 

ウ．金融機関口座からの自動引き落とし（毎月２７日） 

ご利用できる金融機関：中国銀行  （手数料：５５円／回） 

           ゆうちょ銀行（手数料：１０円／回） 

※残高不足で引き落としができない場合も手数料が発生します。 

 

（４）入所中の医療の提供について 

医療を必要とする場合は、ご契約者の希望により、下記協力医療機関において診療や

入院治療を受けることができます。（但し、下記医療機関での優先的な診療・入院治療

を保証するものではありません。また、下記の医療機関での診療・入院治療を義務づ

けるものでもありません。） 

 

医療機関の名称 医療法人行堂会  長野病院 

所  在  地 総社市総社２－２２－４３ 

電話番号 ０８６６－９２－２３６１ 

診 療 科 内科・外科 等 

 

医療機関の名称 医療法人優心会 岡山大塚歯科医院 

所  在  地 都窪郡早島町前潟１５３－２ 

電話番号 ０８６－４８０－００７７ 

診 療 科 歯科 

 

６．非常災害対策について 

当施設は、防火管理者を定め、消防計画に基づく訓練の実施、消防設備の点検・維持管

理、及び風水害・地震等の災害に対する計画に基づく非常災害対策を行います。  
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７．緊急時の対応 

サービス提供時にご契約者の病状が急変した場合や、その他必要な場合は、速やかに協

力医療機関への連絡等必要な措置を講じます。 

 

８．事故発生時の対応 

① 事故が発生した場合は、周囲の状況及びご契約者の状況を判断し、ご契約者の安全確保 

を最優先として行動します。 

② 関係部署及びご家族に速やかに連絡し、措置を講じます。状況により、医療機関への受 

診が必要な場合は迅速にその手続きをします。 

③ 事故状況を把握するため、関係職員は「事故報告書」で状況が分るよう事実のみを記載 

して速やかに報告します。 

④ 関係職員からの報告に基づき、ご家族及び状況により保険者等に対し、事故の状況等に 

ついて報告します。 

⑤ 事故の状況等により、賠償等の必要が生じた場合には当施設の加入する損害賠償保険で 

対応します。 

 

９．損害賠償について 

当施設において、事業所の過失によりご契約者に生じた損害については、速やかにその

損害を賠償します。ただし、損害の発生について、ご契約者に故意又は過失が認められ、

ご契約者の置かれた心身の状況等を斟酌して減額することが相当と認められた場合には、

事業所の損害賠償責任を減じることができます。 

なお、過失の有無の判断、及び状況の斟酌等については、当施設が加入する損害保険会社

の審査に基づいて適切に対応させていただきます。 

 

１０．虐待防止について 

  当施設は、ご契約者の人権擁護及び虐待防止等のために次の措置を講ずるものとします。 

（１）従業者に対する虐待を防止するための定期的な研修を実施します。 

（２）虐待防止のための指針・マニュアルを整備します。 

（３）虐待又は虐待が疑われる事案が発生もしくは発見した場合、速やかに市町村等関係者 

に報告を行うとともに事実確認のための協力をします。 

（４）虐待の防止のための対策を検討する虐待防止委員会を設置し、発生の原因と再発防止 

策について協議します。 

（５）前項の措置を適切に実施するための担当者を置くこととします。 

   担当者  特養部長 上田 伊津子 

        在宅部長 松原 春美 

（６）その他虐待防止のための措置を行います。 

   ①成年後見人制度の利用支援 
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１１．身体拘束について 

法令の定めにより、原則として、ご契約者の自由を制限するような身体拘束を行うこと

はできません。ただし、緊急やむを得ない理由により拘束せざるを得ない場合には、事前

にご契約者及びそのご家族へ十分な説明を行い、同意を得るとともに、次に掲げること

に留意して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。その場合には、その態様及び時

間、その際ご契約者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由について記録します。ま

た、事業所として身体拘束を廃止するための取組みを積極的に行います。 

① カンファレンスを実施し、切迫性・非代替性・一時性の三要素を満たしているか検討する。 

② ご契約者及びそのご家族に対して、身体拘束の内容・目的・理由・拘束時間等を説明

し、十分理解が得られた上で実施する。 

③ 身体拘束に関する記録を５年間保存するとともに、拘束の必要性及び方法を随時検討する。 

④ 身体拘束をする必要がなくなった場合は、速やかに解除し、ご契約者及びそのご家族

に報告する。 

 

１２．施設を退所していただく場合（契約の終了について） 

当施設では、契約が終了する期日は特に定めていないため、継続してサービスを利用す

ることができます。ただし、以下のような事由に該当するに場合には、当施設との契約は

終了し、ご契約者に退所していただくことになります。（契約書第 15条参照） 

① 要介護認定によりご契約者の心身の状況が自立又は要支援又は要介護１～２と判定された

場合（特例と認められた場合を除く） 

② 事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由によりホームを閉鎖した場合 

③ 施設の滅失や重大な毀損により、ご契約者に対するサービスの提供が不可能になった場合 

④ 当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑤ ご契約者から退所の申し出があった場合（以下、（１）（２）を参照） 

⑥ 事業者から退所の申し出を行った場合 （以下、（１）（２）を参照） 

 

（１）ご契約者からの退所の申し出（中途解約・契約解除）（契約書第 16 条、第 17 条参照） 

契約の有効期間であっても、契約終了を希望する日の７日前までにご契約者から当施設

の退所を申し出ることができます。（申し出から７日後の解約となります。） 

ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、施設を退所することができます。 

① 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

② ご契約者が入院された場合 

③ 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める介護福祉施設サービスを

実施しない場合 

④ 事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑤ 事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失によりご契約者の身体・財物・信用等を傷

つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

⑥ 他の利用者がご契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れがある

場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 
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（２）事業者からの申し出により退所していただく場合（契約解除）（契約書第 18条参照） 

以下の事項に該当する場合には、当施設から退所していただくことがあります。 

① ご契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを

告げず又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

② ご契約者による、サービス利用料金の支払いが３か月以上遅延し、相当期間を定めた催告

にもかかわらずこれが支払われない場合 

③ ご契約者が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もしくは他のご利用者

等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為を行うことなどによって、本

契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

④ ご契約者が連続して３か月を超えて病院又は診療所に入院すると見込まれる場合もしく

は入院した場合 

⑤ ご契約者が介護老人保健施設に入所した場合もしくは介護療養型医療施設に入院した場合 

 

【（２）④の、契約者が病院等に入院された場合の対応について】（契約書第 20条参照） 

当施設に入所中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は、以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【入院中の利用料金】 

入院期間中の利用料金については、介護保険から給付される費用の一部と所定の居住費用

をご負担いただきます。なお、入院･外泊の翌日から７日目（月またぎの場合 13 日目）以降

から帰所前日までの入院期間中は介護保険の補足給付対象外となり、国が示す居室に係る基

準費用額をご負担頂きます。 

なお、ご契約者が利用していたベッドを短期入所生活介護に活用することに同意いただく

場合には、所定の利用料金をご負担いただく必要はありません。 

１か月につき６日以内の短期入院の場合は、退院後再び施設に入所することが

できます。但し、入院期間中であっても、所定の利用料金をご負担いただきます。

（入院・外泊加算１日あたり２４６円） 

①検査入院等、短期入院の場合 

上記短期入院の期間を超える入院については、３か月以内に退院された場合に

は、退院後再び施設に入所することができます。但し、入院時に予定された退院

日よりも早く退院した場合等、退院時にホームの受入準備が整っていない時に

は、併設されている短期入所生活介護の居室等をご利用いただく場合がありま

す。なお、短期入院の期間内は、上記利用料金をご負担いただきます。 

②上記期間を超える入院の場合 

３か月以内の退院が見込まれない、と医師が判断した場合、その時点で、契約を

解除する場合があります。 

この場合には、当施設に再び優先的に入所することはできません。 

③３か月以内の退院が見込まれない場合 
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（３）円滑な退所のための援助（契約書第 19条参照） 

ご契約者が当施設を退所する場合には、ご契約者の希望により、事業者はご契約者の心

身の状況、置かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助をご契

約者に対して速やかに行います。 

 

○適切な病院もしくは診療所又は介護老人保健施設等の紹介 

○居宅介護支援事業者の紹介 

○その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

 

 

１３．身元引受人（連帯保証人）について（契約書第 22条参照） 

（１）契約締結にあたり、身元引受人の設定をお願いします。 

（２）身元引受人は、契約書における「代理人」とし、「代理人」とは、ご家族又は縁故者も

しくは成年後見人等とします。身元引受人がその責務を負うことができない状況にな

った場合、速やかに別の身元引受人を立て本契約の「代理人」とすることとします。 

（３）身元引受人の主な責務は、次の通りとします。 

  ① ご契約者が、疾病等により医療機関に入院する場合、入院手続が円滑に進行するよう

にご契約者に協力していただきます。 

② 契約解除又は契約終了の場合、事業者と連携してご契約者の状態に見合った適切な受

け入れ先の確認に努めていただきます。 

③契約解除又は契約終了の場合、当施設に残されたご契約者の所持品（残置物）を引き取

っていただきます。引き取りが困難な場合、当該引き渡し等にかかる費用をご負担い

ただきます。 

④ ご契約者が死亡された場合、ご遺体の引き取り等に必要な措置を行っていただきます。 

⑤ 民法 458条の 2に定める連帯保証人としての義務を負うものとします。 

（４）前項の⑤における連帯保証人は、次の責務を有するものとします。 

  ① 連帯保証人は、ご契約者と連帯して、本契約から生じるご契約者の一切の債務を負担

するものとします。 

  ② 前号の連帯保証人の負担は、極度額 3,000,000円を限度とします。 

  ③ 連帯保証人が負担する債務の元本は、ご契約者または連帯保証人が死亡したときに、

確定するものとします。 

  ④ 連帯保証人の請求があったときは、事業者は、連帯保証人に対し、遅滞なく、利用料

等の支払い状況や滞納金の額、損害賠償の額等、ご契約者の全ての債務等に関する情

報を提供しなければならないものとします。 
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１３．苦情の受付について（契約書第 24条参照） 

（１）当施設における苦情やご相談は以下の窓口で受け付けます。 

○苦情受付責任者     施設長     江口 修 

○苦情受付窓口（担当者）  特養部長    上田 伊津子 

             在宅部長    松原 春美 

○受付時間   毎週月曜日～金曜日（８：３０～１７：３０） 

また、提案・ご意見箱を玄関に設置していますので、ご活用ください。 

 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

○岡山県運営適正化委員会電話番号 

ＴＥＬ０８６－２２６－９４００ 

ＦＡＸ０８６－２２６－９４００ 

○岡山県国民健康保険団体連合会 

ＴＥＬ０８６－２２３－８８１１ 

ＦＡＸ０８６－２２３－９１０９ 

○総社市役所長寿介護課 

ＴＥＬ０８６６－９２－８３６９ 

ＦＡＸ０８６６－９２－８３８５ 

○倉敷市役所真備支所国保介護係 

ＴＥＬ０８６－６９８－５１１２ 

ＦＡＸ０８６－６９８－１５５２ 

○ 苦情受付第三者委員 

 横田 久子    ＴＥＬ０８６６－９２－３５９８ 

        野崎 政雄    ＴＥＬ０８６６－９６－１０４０ 

    前島 満子  ＴＥＬ０９０－２００９－９４７２ 

※ その他、各市町村にも苦情相談の窓口があります。 

 

 

１４．提供するサービスの第三者評価の実施状況 

（１）実施の有無 

   実施していません。 
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（添付資料１） 

個人情報保護に対する基本方針 

 

社会福祉法人スキーム福祉の会（以下「法人」という）は、利用者等の個人情報を適切に取

り扱うことは、介護サービスに携わるものの重大な責務と考えます。 

当法人が保有する利用者等の個人情報に関し、適正かつ適切な取扱いに努力するとともに、

広く社会からの信頼を得るために、自主的なルール及び体制を確立し、個人情報に関連する

法令その他関係法令及び厚生労働省のガイドラインを遵守し、個人情報の保護を図ることを

ここに宣言します。 

 

記 

 

１．個人情報の適切な取得、管理、利用、開示、委託 

① 個人情報の取得にあたり、利用目的を明示した上で、必要な範囲の情報を取得し、利

用目的を通知または公表し、その範囲内で利用します。 

② 個人情報の取得・利用・第三者提供にあたり、本人の同意を得ることとします。 

③ 当法人が委託をする医療・介護関係事業者は、業務の委託に当たり、個人情報保護法

とガイドラインの趣旨を理解し、それに沿った対応を行う事業者を選定し、かつ秘密

保持契約を締結した上で情報提供し、委託先への適切な監督をします。 

 

２．個人情報の安全性確保の措置 

① 当法人は,個人情報保護の取り組みを全役職員等に周知徹底させるために、個人情報

保護に関する規程類を整備し、必要な教育を継続的に行います。 

② 個人情報への不正アクセス、個人情報の漏洩、滅失、または毀損の予防及び是正のた

め、当法人内において規程を整備し安全対策に努めます。 

 

３．個人情報の開示・訂正・更新・利用停止・削除等への対応 

当法人は、本人が自己の個人情報について開示・訂正・更新・利用停止・削除等の申出

をした場合には、速やかに対応します。これらを希望する場合には、次の電話番号にお問

い合わせください。 

０８６６－９２－４１６５（個人情報相談窓口） 

４．苦情の処理 

当法人は、個人情報取扱いに関する苦情に対し、適切かつ迅速な処理に努めます。 

 

 

 

社会福祉法人スキーム福祉の会  

     理事長  江 口  修 
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（添付資料２） 

個人情報保護の利用目的 

 

社会福祉法人スキーム福祉の会では、利用者の尊厳を守り、安全管理に配慮する個人情報

保護方針の下、ここに利用目的を特定します。あらかじめ利用者本人の同意を得ないで、必

要な範囲を超えて個人情報を取り扱うことはいたしません。 

 

【利用者への介護サービスの提供に必要な利用目的】 

１． 内部での利用目的 

（介護老人福祉施設・短期入所生活介護） 

① 当施設が利用者等に提供する介護サービス 

② 介護保険事務 

③ 介護サービスの利用にかかる当施設の管理運営業務のうち次のもの 

・ 入退所等の管理 

・ 会計、経理 

・ 事故等の報告 

・ 当該利用者の介護・医療サービスの向上 

（通所介護） 

① 施設が利用者等に提供する介護サービス 

② 介護保険事務 

③ 介護サービスの利用にかかる当施設の管理運営業務のうち次のもの 

・ 会計、経理 

・ 事故等の報告 

・ 当該利用者の介護サービスの向上 

（居宅介護支援事業所） 

① 当事業所が作成する利用者のケアプラン 

② 介護保険事務 

③ 介護サービスの利用にかかる当施設の管理運営業務のうち次のもの 

・ 会計、経理 

・ 事故等の報告 

・ 当該利用者のケアプランの向上 

（地域包括支援センター） 

① 当事業所が総社市より委託を受けて行う事業 

② 当事業所が作成する利用者のケアプラン 

③ 介護保険事務 

④ 介護サービスの利用にかかる当施設の管理運営業務のうち次のもの 

・ 会計、経理 

・ 事故等の報告 

・ 当該利用者のケアプランの向上 
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（ケアハウス） 

① 当施設が利用者に提供する介護サービス 

② 県補助事業にかかる事務 

③ 当施設の管理運営業務のうち次のもの 

・ 会計、経理 

・ 事故等の報告 

・ 当該利用者のサービスの向上 

 

２．他の介護事業者等への情報提供を伴う利用目的 

①当法人が経営する各事業所が利用者等に提供する介護サービスのうち 

・ 利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅介護支援事業

所等との連携（サービス担当者会議等）、照会への回答 

・ その他の業務委託 

・ 利用者の診療等に当たり、外部の医師の意見・助言を求める場合 

・ 家族等への心身の状況説明 

②介護保険事務のうち 

・ 保険事務の委託（一部委託を含む） 

・ 審査支払い機関へのレセプトの提出 

・ 審査支払い機関又は保険者からの照会への回答 

③損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等 

 

【上記以外の利用目的】 

１．当施設内部での利用に係る利用目的 

①当施設の管理運営業務のうち次のもの 

・ 介護サービスや業務の維持・改善の基礎資料 

・ 当施設等において行われる学生等の実習への協力 

・ 当施設において行われる事例研究 

２．他の事業者等への情報提供に係る利用目的 

①当施設の管理運営業務のうちつぎのもの 

・ 外部監査機関への情報提供 

社会福祉法人スキーム福祉の会 

理事長  岡 部 貞 美 

個人情報掲載についての確認 

 

○広報誌やホームページ等（ＳＮＳを含む）へのご契約者の写真の掲載 

同意する ・ 同意しない 

○広報誌やホームページ等へのご契約者の名前の掲載 

同意する ・ 同意しない 

 

                   ご契約者名                  
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（添付資料３） 

看取りに関する指針 

 

特別養護老人ホームグリーンアンドリバーホーム 

 

看取り介護の基本理念 

看取り介護は特別養護老人ホーム利用者が医師の診断のもと、回復不能な状態に陥った時に、

最期の場所及び治療等について本人の意思、ならびに家族の意向を最大限に尊重して行わなけれ

ばならない。特別養護老人ホームにおいて看取り介護を希望される利用者、家族の支援を最後の

時点まで継続することが基本であり、それを完遂する責任が施設及び、その職員にはある。又、

看取り介護実施中にやむを得ず病院や在宅等に搬送する利用者においても、搬送先の病院等への

引継ぎ、継続的な利用者、家族への支援を行わなければならない。 

 

看取り介護実施の定義 

⒈ 看取り介護実施特別養護老人ホームは以下の条件を満たしているとともに、施設における

看取り介護に関する理念、及び理念に基づく質の高いサービスが行われなければならない。 

⒉ 特別養護老人ホーム利用者は人道的かつ安らかな終末を迎える権利を保持しているので、

看取り介護実施特別養護老人ホームは可能な限り尊厳と安楽を保ち、安らかな死が迎えら

れるよう全人的ケアを提供しなければならない。 

⒊ 看取り介護実施特別養護老人ホームは医師及び医療機関との連携を図り、医師の指示によ

り管理者を中心に多職種協働体制のもとで利用者及び家族の尊厳を支える看取りに努める

ものである。 

４．看取り介護実施特別養護老人ホームは以下の体制を整備し、ＰＤＣＡサイクルによって、

その体制を適宜見直さなければならない（別紙１）。 

 

１ 看取り体制 

⑴自己決定と尊厳を守る看取り介護 

  ①特別養護老人ホームにおける看取り介護の基本理念を明確にし、本人または家族に対し生

前意思（リビングウィル）の確認を行うこと。 

  ②特別養護老人ホームの看取り介護においては、医師による診断（医学的に回復の見込みが

ないと判断したとき）がなされたときが、看取り介護の開始となる。 

  ③看取り介護実施にあたり、本人または家族に対し、医師または協力医療機関から十分な説

明が行われ、本人または家族の同意を得ること。（インフォームドコンセント） 

  ④看取り介護においてはそのケアに携わる管理者、生活相談員、介護支援専門員、看護師、

管理栄養士、介護職員等に従事する者が協働し、看取り介護に関する計画書を作成し、随時、

本人家族への説明を行い、同意を得て看取り介護を適切に行うこと。尚、必要に応じて適宜、

計画内容を見直し、変更する。 

  



- 22 - 

⑵医師・協力医療機関体制 

  施設において契約をしている以下の嘱託医師及び協力医療機関との連携により、次の体制を

確保する。 

   嘱託医師    長 野  秀 樹（長野病院）（週２回診察） 

   協力医療機関  長野病院 

（診療科目：内科・外科・呼吸器科・循環器科・整形外科） 

 ⑶医師・看護師体制 

  ①看取り介護実施にあたり嘱託医師又は、協力医療機関医師等との情報共有による看取り介

護の協力体制を築いていること。 

  ②看護師は医師の指示を受け看護責任者のもとで利用者の疼痛緩和等、安らかな状態を保つ

よう状態把握に努め、利用者の状況を受け止めるようにする。又、日々の状況等について

随時、家族に対して説明を行い、その不安に対して適宜対応していく。 

  ③医師による看取り介護の開始指示を受けて、カンファレンスに基づき多職種による看取り

介護計画書を作成し実施するものとする。 

 ⑷看取り時に行う医療行為 

  ①酸素吸入 

  ②点滴 

  ③吸引 

  ④抗生物質投与 

  ⑤苦痛緩和処置 

 ⑸看取り介護の施設整備 

  ①尊厳ある安らかな最期を迎えるために個室または静養室の環境整備に努め、その人らしい

人生を全うするための施設整備の確保を図ること。 

  ②施設での看取り介護に関して、家族の協力体制（家族の面会、付き添い等）のもとに個室

又は静養室の提供を積極的に行う。 

 ⑹看取り介護の実施とその内容 

  ①看取り介護に携わる者の体制及びその記録等の整備 

１）看取り介護同意書 

２）医師の指示 

３）看取り介護計画書作成（変更、追加） 

４）経過観察記録 

５）カンファレンスの記録 

６）臨終時の記録 

  ②看取り介護実施における職種ごとの役割 

  （施設長） 

１）看取り介護の総括管理 

２）看取り介護に生じる諸課題の総括責任 

（医師） 

１）看取り介護期の診断 

２）家族への説明（インフォームドコンセント）  
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３）緊急時、夜間帯の対応と指示 

４）各協力病院との連絡、調整 

５）定期的カンファレンス開催への参加 

６）死亡確認、死亡診断書等関係記録の記載 

  （生活相談員、介護支援専門員） 

１）継続的な家族支援（連絡、説明、相談、調整） 

２）看取り介護にあたり多職種協働のチームケアの連携強化 

３）定期的カンファレンス開催への参加 

４）緊急時、夜間帯の緊急マニュアルの作成と周知徹底 

５）死後のケアとしての家族支援と身辺整理 

  （看護職員） 

１）医師または協力病院との連携強化を図る 

２）看取り介護にあたり多職種協働のチームケアの確立 

３）看取り介護に携わる全職員への死生観教育と職員からの相談機能 

４）看取り介護期における状態観察の結果に応じて必要な処置への準備と対応 

５）疼痛緩和 

６）急変時対応マニュアル（オンコール体制） 

７）随時の家族への説明と、その不安への対応 

８）定期的カンファレンス開催への参加 

  （管理栄養士） 

１）利用者の状態と嗜好に応じた食事の提供 

２）食事、水分摂取量の把握 

３）定期的カンファレンス開催への参加 

４）必要に応じて家族への食事提供 

  （介護職員） 

１）きめ細かな食事、排泄、清潔保持の提供 

２）身体的、精神的緩和ケアと安楽な体位の工夫 

３）コミュニケーションを十分にとる 

４）看取り介護の状態観察、食事・水分摂取量の把握、浮腫、尿量、排便量等のチェックと

きめ細かな経過記録の記載 

５）定期的カンファレンス開催への参加 

６）生死の確認のため細かな訪室を行う 

  ③看取り時の介護体制 

１）緊急時特別勤務体制 

２）緊急時家族連絡体制 

３）自宅又は病院搬送時の施設外サービス体制 

  ④看取り介護の実施内容 

   １）栄養と水分 

     看取り介護にあたっては多職種と協力し、利用者の食事・水分摂取量、浮腫、尿量、

排便量等の確認を行うと共に、利用者の身体状況に応じた食事の提供や好みの食事等
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の提供に努める。 

   ２）清潔 

     利用者の身体状況に応じ可能な限り入浴や清拭を行い、清潔保持と感染症予防対策に

努める。その他、本人、家族の希望に添うように努める。 

   ３）苦痛の緩和 

     （身体面） 

      利用者の身体状況に応じた安楽な体位の工夫と援助及び疼痛緩和等の処置を適切に

行う。（医師の指示による緩和ケア又は、日常的ケアによる緩和ケアの実施） 

     （精神面） 

      身体機能が衰弱し、精神的苦痛を伴う場合、手を握る、体をマッサージする、寄り

添う等のスキンシップや励まし、安心される声かけによるコミュニケーションの対

応に努める。 

   ４）家族 

     ・変化していく身体状況や介護内容については、定期的に医師からの説明を行い、家

族の意向に沿った適切な対応を行う。 

     ・継続的に家族の精神的援助（現状説明、相談、こまめな連絡等）あるいは本人、家族

から求められた場合における宗教的な関わりと援助を行い、カンファレンスをごと

に適時の状態説明を通し、家族の意向を確認する。 

   ５）死亡時の援助 

     ・医師により死亡確認後、エンゼルケアを実施し、家族と看取り介護に携わった職員

でお別れすることが望ましい。 

     ・死後の援助として必要に応じて家族支援（葬儀の連絡、調整、遺留金品引渡し、荷

物の整理、相談対応等）を行うことが望ましい。 

 ⑺看取り介護に関する職員教育 

  特別養護老人ホームにおける看取り介護の目的を明確にし、死生感教育と理解の確立を図る

ものとする。 

  ①看取り介護の理念と理解 

  ②死生観教育、死へのアプローチ 

  ③看取り期に起こりうる機能的・精神的変化への対応 

  ④夜間・急変時の対応 

  ⑤看取り介護実施にあたりチームケアの充実 

  ⑥家族への援助法 

  ⑦看取り介護についての検討会 

 

２ 医療機関や在宅への搬送の場合 

 ⑴医療機関への連絡 

  医療機関にこれまでの経過説明を十分に行い、家族の同意を得て、経過観察記録等の必要書

類を提示する。 
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 ⑵本人、家族への支援 

  ①継続的に本人や家族の状況を把握すると共に、訪問、電話等での連絡を行い、介護面、精

神面での援助を確実に行う。 

  ②死後の援助として必要に応じて家族支援（葬儀の連絡、調整、遺留金品引渡し、荷物の整

理、相談対応等）を行うことが望ましい。 

３ 入所から終末期までにたどる経過（時期、プロセスごと）とそれに応じた介護の方法、 

考え方 

 

○入所（適応期） 

・看取り介護指針の説明、施設で対応できる範囲と内容への理解促進 

【提供する書類】 

（１）看取り介護指針 （２）重要事項説明書  

（３）ターミナルケア及び医療に関する意向確認書 

○施設生活の継続（安定期） 

   ・施設での生活に対するご本人やご家族の希望・要望の把握 

   ・ご本人やご家族との日頃の関わりを通じた、終末期の迎え方の意向確認 

○施設生活の継続（病状不安定、体力低下期） 

   ・今後の経過といずれ予想される状態についての説明及び情報提供 

   ・施設での対応可能な医療とご本人やご家族の希望する支援とのすり合わせ 

○看取り介護（看取り介護導入期） 

   ・医師の診断と、想定される経過や状態についての具体的な説明 

   ・詳細な日々の様子の報告と、ご本人やご家族の受け止め方や気持ちの揺れへの対応 

   ・施設で提供する環境やケアについての説明と、看取り介護への同意確認 

   【提供する書類】 

   （１）看取り介護指針 （２）ターミナルケア及び医療に関する意向確認書 

   （３）看取り介護についての同意書 （４）看取り介護計画書    

  ○看取りからその後まで 

     ・ご家族の心理的支援と諸手続きの支援 

     【提供する書類】 

     （１）死亡診断書 （２）看取り介護に関するアンケート(可能な方のみ) 

    

本指針は平成１８年４月１日から施行する。 

    平成３１年２月１日改定     

 



 

別紙１ 看取り介護体制の構築・強化に向けたＰＤＣＡサイクル 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｐｌａｎ Ｄｏ 

Ａｃｔｉｏｎ Ｃｈｅｃｋ 

体制の整備 

振り返り 

看取り介護 

体制の改善 

・「看取りに関する指針」の策定と、入居者又は家族に対する説明 

・看護職員に随時(２４時間)連絡できる体制の確保 

 介護職員(看護職員不在時の対応の周知)等の連携体制の整備 

・夜間や緊急時における救急搬送のための連携体制を含めた医師

や医療機関との連携体制の整備 

・看取りに関する職員研修 

・個室または静養室の整備 

・「看取り介護計画書」の作成と、入居者又はその家族に対する説明 

・多職種連携のための情報共有（入居者の日々 の変化の記録） 

・入居者に関する記録を活用した説明資料による情報提供 

・家族への心理的支援（心の揺れへの相談対応等） 

・実施した看取り介護の検証 

・職員の精神的負担の把握と支援 

・関係職員参加による振り返りのカンファレンスの開催 

・看取り介護を実施した家族に対するアンケートの実施 

・「看取りに関する指針」の見直し 

・家族等に対する看取り介護に関する報告会の開催 

・入居者又はその家族及び地域住民との意見交換による地域へ

の啓発活動の実施 

別紙１ 看取り介護体制構築・強化に向けた PDCA サイクル 



 

（添付資料４） 

スキーム福祉の会 苦情解決体制整備の概要 

 

１．設   置   社会福祉法人スキーム福祉の会 

 

２．設置年月日   平成１３年１２月１日 

 

３．設 置 目 的   社会福祉基礎構造改革の進む中、社会福祉法第８２条の規定に基づき利用

者からの苦情に適切に対応することを目的として、苦情解決体制を整備する。 

 

４．体   制   ①苦情解決責任者 

                 施設長       江口 修  

          ②苦情受付担当者 

特養部長      上 田 伊津子 

在宅部長      松 原 春 美 

          ③苦情解決第三者委員 

               法人評議員 

利用者家族  横 田 久 子 

                      総社市中原 753-1     Tel 0866-92-3598 

元施設長   前 島 満 子 

                      総社市中央 6 丁目 3-110  Tel 090-2009-9472 

元民生委員  野 崎 政 雄 

                      総社市新本 3511      Tel 0866-96-1040  

 

５．苦情受付時間  毎週月曜日～金曜日  8 時 30 分～17 時 30 分 

          Tel  0866-92-4165   FAX  0866-93-4166 

 

６．苦情の範囲   ①施設が提供するサービスの内容に関する苦情 

          ②施設職員の対応に関する苦情 

 

７．苦情申出人   施設サービスの利用者、その家族、代理人等 

 

８．苦情解決の流れ 別紙の通り 

 

９．その他の苦情相談先 

    ＜保険者＞  総社市介護保険課   ０８６６－９２－８３６９（8：30～17：15） 

           倉敷市介護保険課   ０８６－４２６－３３４３（8：30～17：15） 

    ＜国保連＞  介護１１０番     ０８６－２２３－８８１１（8：30～17：00）  
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（添付資料５） 

 

苦情解決の流れの概要 

 

１．周知・説明  ・ 苦情解決責任者は利用者・家族に対して、苦情解決の仕組みを周知・説明

する。 

 

２．受  付   ・ 苦情受付担当者は、利用者・家族等からの苦情の受付をする。 

・  内容は書面に記録し、申出人に確認する。 

・  第三者委員が直接苦情を受けることもできる。 

 

３．連絡・確認  ・ 苦情受付担当者は、受け付けた苦情を苦情解決責任者及び第三者委員へ

報告する。ただし、申出人が第三者委員への報告を拒否した場合を除く。 

         ・ 第三者委員は、苦情の申出の報告を受けた場合は、内容の確認をし、申

出人へ受付報告書を通知する。 

         ・ 苦情解決責任者は、苦情の申出の報告を受けた場合、内容の確認をし、

解決案を検討する。また、1～2 週間毎に苦情解決の取組み状況について

第三者委員へ報告し、助言を受ける。 

 

４．話し合い    ・ 苦情解決責任者は、苦情申出人との話し合いを行い、解決案を提示する。 

         ・ 第三者委員が立ち会う場合、第三者委員は苦情内容の確認、解決案の調

整、助言及び話し合いの結果や改善事項等の確認を行う。 

 

５．記録・報告  ・ 苦情受付担当者は、苦情受付から解決・改善までの経過と結果について

記録する。 

        ・ 苦情解決責任者は、苦情申出人に改善を約束した事項について、概ね 

１か月以内に苦情申出人及び第三者委員に対して報告する。 

 

６．改  善   ・ 申出のあった事項について、事業所内で改善に取組む。 

                  ・ 職員参加によるサービス改善・向上のための取組みの場を設け、個別の 

事例をもとに日頃から対策を検討する。 

７．公  表   ・ 苦情解決責任者は、苦情解決に向けて取組んだ実績を「事業報告」や 

「広報誌」等に掲載し、公表する。 

 


